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新刊紹介
ノーマン F.カイサー著
『マクロ経済学一問題と理論の展望一』
Norman F. Keiser, Macroeconomics ; Problems and a Survey 
of Theory, New York, Random House, 1971, pp. vi+247. 
ー
1.1 経済理論を問題演習を行いながら理解してゆくといった方法をとるテキストが数
多く出版されている。これらには (1)全く問題演習だけのもの (2)解説が主体で問題は付属
的なものに，区分されよう。誦訳された近著で例を求めるならば，ロバート・ C・ビンガ
ム著，神保一郎，貞木展生訳「自習経済学ープログラム・プックー」（東洋経済新報社，昭
和45年）は(1)に入いるし， w.ベッカーマン著，玉木興乗訳「国民所得分析入門」（日本
評論社，昭和4咲p)は(2)の代表的著作であろう。これらにくらぺて本書はページ数でみれ
ば解説と問題の比が5: 4となっているところから， (1X2lの中間の特色を持つといえる。
1.2 ところで著者カイサー (NormanFred Keiser)は193哨三生れで，ニューヨーク
州立大学経済学教授を経て，現在サン・ジョーズ・ステート・カレッジの経済学准教授で
ある。著作には， (1) Agricultural Policy with Particular reference to the Cotton 
Belt, 1920-1953, 1954, (2) Introductory Economics, 1961, (3) Macroeconomics, 
Fiscal Policy, and Economic Growth, 1964, (4) Economics; Analysis and Policy, 
1965. 編著には (5)Readings切 Macroeconomics;Theory, Evidence and Policy, 
1970, がある。これらの著作を一見してもわかるが，主として，マクロ経済学に関するテ
キスト的色彩を持つものが多く，特に本書は196婢三に発行された(3)の内容を精選，簡易化
したと思われ， 章末に問題を掲げ，各章の解説を理解し，読者自ら問題を解くことによ
り，一層理解を深めてゆく手法がとられている。また実証データーを豊富に使用し，理論
のギャップを埋めようとする試みも本書のメリットであろう。ともすれば，理論のみにて
実証分析を忘れ勝ちなわれわれに一つの警鐘を与えてくれよう。とにかく，積木細工を作
る時のように，マクロ経済学を楽しく理解させてくれる親切な書物といえる。本書の目的
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は「(1)中間的な経済理論の展望， (2)マクロ経済学の一連の諸問題を用意すること」（序言
iiページ）にあり，経済学部学生は勿論のこと，経済学に興味を持つ社会人および初年度
の大学院生にも適切であろう。
2. 1 参考までに目次を列挙しよう。
Preface 
Introduction 
I 
1 The Analysis of National Income 
2 The Consumption Function 
3 The Propensities to Save and to Consume 
4 Shifts in the Consumption-Saving Functions via Changes in the a Term 
and Changs in the MPC and MPS 
5 Equilbrium: A Two-Sector Model 
6 The Equality of Saving and Investment 
7 The Multiplier 
8 Induced Investment : A Larger Multiplier 
9 Complicating the Model with the Addition of the Government : A Three-
Sector Model 
10 Saving and Taxes 
11 Fiscal Policy 
12 Introducing the Foreign Sector: A Four-Sector Model 
13 The Theory of Investment: Induced and Autonomous Investment and 
Acceleration Principle 
14 The Marginal Efficiency of Capital, the Marginal Efficiency of Investment, 
and the Investment Demand Schedule 
15 The Mathematics of the MEC (Optional) 
16 The Marginal Efficiency of Investment (Optional) 
17 A More Realistic Investment Demand Curve and Policy Issues 
18 The Interaction of the Multiplier and Acclerator 
19 The Real Goods Sector 
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20 Theories of Money and Interest 
21 Equilibrium in the Money Market 
22 General Equilibrium: The Intersection of the IS and LM Curves 
23 Shifts in IS and LM Curves 
24 Adding Government to the Equilbrium Model : Fiscal and Monetary Policy 
25 Elasticity of LM and IS Curves and Fiscal-Monetary Policy 
26 The Aggregate Supply Curve: Output, Wage, Price, and Capacity 
27 Deriving an Aggregate Supply Function (Optional) 
28 Inflation 
29 Sources of Inflation 
30 The Classical System, I 
31 The Classical System, I 
32 Criticisms of the Classical System and a Comparison of the Keynesian 
and Classical Systems 
33 Economic Growth: The Domar Model 
・34 Economic Growth : The Harrod Model 
Solutions 
2. 2 以上の目次を大むね6グループに区分できよう。 (1)第1~12章では国民所得の概
念を規定し，投資財，消費財の二部門モデル，政府部門を加えた三部門モデル，さらに外
国部門を加えた四部門モデルの解説を行い， (2)第13~19章では投資理論と乗数理論，加速
度原理の相互作用を展開する。 (3)第20~25章では，貨幣市場をIS-LM曲線を使って解説
し， (4)第26~29章では総供給関数と IS-LM曲線によってインフレーションの説明を行
う。 (5)第30~32章，古典派体系とケインズ体系の比較検討を行い， (6)第33~34章では，ヶ
インズ派成長モデルの解説を行う。次節でグループ毎に紹介してゆくが，紙面の制限上，
重要と思われる章に焦点を置き紹介したい。
III 
3. 1 第1~12章
第1章では， GNP(粗国民生産物）， GNE(粗国民支出）， GPDI(粗民間国内投資），
GNY(粗国民所得）， NI(国民所得）， PI(個人所得）等の基礎的諸概念とそれらの関係
を簡潔に説明し，第2~4章で，消費関数について， APC(平均消費性向）， APS(平均
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貯蓄性向）, MPS(限界貯蓄性向）の初歩的解説を行い，消費は実質所得のかなり安定的
な関数であり， MPGは1より小となり，社会が富裕になるにつれて， APCは小となろ
うという周知のケインズの仮定をのべ，さらに，消費関数を短期，長期，線型，非線型に
分類する。特に消費関数の仮説を「相対所得仮説」，「慣習仮説」，「恒常所得仮説」にわけ
て検討する。第5~6章では二部門モデル（消費財，投資財）の均衡について説明する。
この場合，投資は独立的でかつ，純投資であり，消費は可処分所得に依存し， NIはNNP
に等しい。投資は注入であり，貯蓄は涌出であり， 両者相等しい時，二部門は均衡であ
る。第7~8章で単純乗数と拡大された乗数についてのぺる。前者は LJY=-Lll= 
1 
1-b 
叫，後者は .dy = 1-b-m .dl =k;.d lとなる。（但し， b,l, m, k, k; は各々 ， MPC,独
立投資，誘発投資／所得，単純乗数，拡大された乗数である。）第9章では政府部門を加え
た三部門モデルをのべる。
Y=C+l+Gp (均衡所得水準は三部門からなる）
C=a+b石 （消費は可処分所得の関数である）
l=l+l; (投資は独立および誘発投資である）
(1) 
(2) 
(3) 
l;=mY （誘発投資はMPix総所得，但し，MP/は限界投資性向である） (4) 
Gp=Gp 
TR=TR 
（財・用役の政府購入は独立的にきまる）
（移転支払は独立的にきまる）
咋=Y-Tx+TR （可処分所得は総所得一租税十移転支払）
(5) 
(6) 
(7) 
Tx=d+tY （租税は定額な量3と税率tにより決定される誘発量よりなる） (8) 
以上の諸式から（計算の手続は省略）
itY =占 i1Gp=k1応
itY = 
1 
1-b-m+bt il(l+Gp) =k1mil(l+Gp) 
itY= 
b 
1-b-m+bt 4顎 =kTRtmilTR
itY= -
b 
1-b-m ilTx=kT,,milTx 
itY= -
b 
1-b-m+bt屈=kT,,tmild
(9) 
UOl 
Ul 
U2J 
U3l 
但し， Kが政府購入の乗数， ktm;誘発投資および比例税を伴った独立投資と政府購入の乗
数， krRtm;移転支払の乗数， krxm:誘発投資を伴った単純な定額税乗数， krxtm;誘発投
資と比例税を伴った定額税乗数である。第10~11章では，貯蓄と租税は所得の流れからの
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漏出，投資と政府支出は注入であり，この両者が等しい時，均衡であることを説明し，さ
らに財政政策の目的は完全雇用，合理的，包括的な物価安定，個人所得の増加，国際収支
の均衡の達成であり，財政政策の技術とは租税，政府購入，政府移転支払の操作により総
需要水準を高め，より高い成長率と雇用水準を得ることであるとのべる。第12章では外国
部門を導入し四部門モデルを作る。
Y=C+l+Gp+(X-M) (疇所得水準は四部門からなる）
X=X (輸出量は独立的に決定される）
111=社 hY(輸入量は独立的な蘊e+誘発的な量 hYとからなる，
但し， hは限界輸入性向」M/LIYである）
上式から（計算の手続は省略）
1 
kttm= 1-b-m+bt+h 
b 
kT:,ftm=―1-b-m+bt+li 
U4} 
U5l 
(16) 
??
を得る。但し， k11m;消費，投資，政府購入，輸出，輸入の独立的変化に対する乗数，
kTzftm; 租税の独立的変化に対する乗数である。
3. 2 第13~19章
第13~1?章では投資理論を説明する。投資決定は (l)(a)産出高／生産能力，注文量／生
産能力， (b)競争的要因（価格および賃金） (c)賃金傾向， (d)生産性傾向， (e)租税政策，によ
って決定される期待利澗およびこれらの要因に関する期待 (2)(a)現実の利潤 (b)償却額 (c)
分配政策．によって影響される現金の流れ (3)既存および新資本の寿命と技術的特色 (4)外
部資金の利用度とコスト (5)期待と企業信用の状態，によって行われる。また，企業の資
本の限界効率 (MEC)は資本ストック (k),生産物価格 (P),賃金率(w),資本財の価格
(q), 資本財の寿命(n)の関数として， r=f(k,p,w,q,n)と表わせ， MEC曲線は技術的生
産状態．市場形態により決定され，経済全体の望まれる資本ストック (Ka)は，利子率 (i)
を加味して， Ka=f(P,W, n, q, i)と表わせ，五w,u,"riとすると Kaはiの関数となる。さ
らに，現実的には投資需要曲線を規定する要因は，利子率 (i),産出高 (Y),生産能力利
用度 (U),注文最／産出高，等であり，利子率は投資の限界効率表と資金の供給表の交点
により決定されるとのべている。第18章では乗数と加速度原理の相互作用について，サム
エルソンの先駆的業績を踏まえて，以下のように説明する。いま，
C1=a+bY (1) 
l1=l+l; (2) 
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l;=z(Y1ー1-Y,-2) (zは加速度係数） (3) 
bとzの和が1に近づけば，振動は小となり， 1より大となれば振動は大となろう。特に
zは景気変動の程度と型を決定する。
3.3 第20~25章
第20章は貨幣と利子の理論について主として流動性選好説，流動性トラップ，貨幣数量
説，新貨幣数量説を中心に説明する。なかでも，ケインズの貨幣需要の理論を「厳密なケ
インズ理論」 ("strictKeynesian theory")と「修正されたケインズ理論」 ("modified
Keynesian theory")に分け，各々，
L=ら(Y)+ら(Y)+Lc(i) (1) 
L=ら(Y,i)+Lb(Y,i) +Lふ） (2) 
と表わす。勿論 La,Lb, Leは，取引的，予備的，投機的貨幣需要である。古典派の貨幣
数量説の世界では貨幣を交換手段として考えたが，ケインズ理論では価値貯蔵手段の機能
を重視し，これと利子率を強力に結びつけた。さらに今日の新貨幣数量説は価格水準の変
化だけでなく，包括的な経済活動の水準をも説明するために，貨幣供給の変化を用いた雇
用理論でもあることがのべられる。第21~23章では，財市場から導出された IS曲線と貨
幣市場からの LM曲線の均衡点で利子率，所得が決定される周知の利子の IS-LM理論
がのべられ，第24章では IS-LM曲線の変形，特に， IS側を政府購入 (Gp),移転支払
(TR), 定額税 (Tx)の要因を入れ変化させる。つまり， IS曲線のIに Gpを加え， I+
Gp=Sの均衡点の軌跡を IGrS曲線とし，さらに， この曲線の Sを変形し， St(税引
き後の貯蓄）にTxを加え， l+Gp=S1+Txの均衡点の軌跡を /Gp-St曲線 (/Gp-S1T,,
曲線とした方がわかり易いのではないかーp.150)とする。 IS曲線を変形したこれらの
曲線は各々 LM曲線とともに i,yを決定する。第25章では IS-LM曲線により周知の
LM, LM, 財政，金融政策の可能性
’ヽ
、JS,
IS, 
の吟味を試みている。
図25.1の左下の領域で
は，流動性トラップがあ
LM ?
Y, Y2 Y, y、Y1 Y, Y, ?
図25.1 (p. 154) 
る。すなわち，いま /S1
がLMと交わる場合には
貨幣供給の増加は所得水
準，利子率に全く無影響
である。この時資産保有
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者は，手持資産を連邦準備制度に売り，貨幣を手に入れよう。利子率は変化せず，投資は
刺戟されない。勿論，所得水準は不変である。この場合，金融政策は「希望もないし，助
力もない」。だから，この領域では財政政策が有効となろう。次に，図25.1の右上の領域
では，全く逆の現象が生じ，財政政策は無力となり，金融政策が有効となろう。これらの
中間の領域では，財政，金融政策の両方が行われるだろう。
3. 4 第26~29章
第26~27章は産出高，賃金，価格，生産能力，労働の限界生産物，雇用最といった一連
の分析用具の基礎的諸概念と各々の関連を説明し，次章へ架橋する。第28~29章はインフ
レーションの考察とその原因を求める。特にIS-LM曲線の操作により価格上昇の機構を
説明する。 (l)IS曲線のシフトの場合。 IS-LM曲線が完全雇用所得水準で交わり，消費
の上方シフト，政府支出の増加，投資曲線の右へのシフトの結果， IS曲線は右ヘシフト
すると，価格は上昇しよう。この結果，貨幣の取引需要は増加し， LM曲線は左ヘシフト
するだろう。 IS曲線のシフトの結果， より高い利子率とより高い価格水準で新均衡が達
成されよう。 (2)LM曲線のシフトの場合。貨幣供給増加のために， LM曲線が右ヘシフ
トする。利子率は貨幣供給増加のために下落しよう。投資財の需要は利子率を上昇させ，
投資に利用される資金の供給は増加する。しかし，完全層用だから資源の価格は抑制され
よう。この結果，貨幣価値は下る。貨幣価値が下るにつれて，貨幣の取引需要は増加しよ
う。人々は取引目的のための資金を確保するために，債券を売る。債券価格は下り，利子
率は上昇し，投資は減少しよう。勿論価格（物価）は上昇するだろう。次にインフレーシ
ョンの原因を周知のように，デマンド・プル，コスト・プッシュの両形態に分けて考察す
る。特に価格上昇の原因について，管理価格，労働組合の団体交渉力の強さ，輸入財価格
上昇に原因を求め，なかでも，失業率が低く，法人利潤が高い時，労働組合は大きな交渉
力を持ち，結局，貨幣賃金の上昇の結果，成長率は鈍化し，景気後退が起り，利潤は減少
する。そして，企業の生産高が減少するにつれ，平均費用が上昇し，労働者1人当りの費
用が増大するプロセスをのべる。結局，著者は生産性に見合わった賃金上昇でなければな
らないと結んでいる。
3.5 第30~32章
第30~31章では古典派体系をI.Iに区分して述べているが包括して要約しよう。著者
は古典派の支柱を労働市場で労働の需給がいづれも実質賃金に依存すること，財市場での
利子率決定，つまり，利子の投資・貯蓄説，貨幣市場で価格（物価）を説明する貨幣数量
説においているのは全く一般的で妥当であろう。この点は著者の意見はあまりにも普遍的
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でありすぎると思われる。第32章では古典派体系の批判と古典派体系とケインズ体系が比
較される。著者は不況の原因を高賃金や硬直的な賃金によってではなく，むしろ，総需要
の減少に求めるケインズの考えに準拠し，古典派体系の実質賃金の切り下げによる雇用量
の増加という考えは勿論否定する。次に，両体系の大きな相異はケインズ体系では，労働
市場において，労働供給関数は貨幣賃金の関数であること，財市場では利子率ではなく所
得が決まり，貨幣市場では投機的貨幣需要により利子率が決定すると説明するが，全く初
歩的な解説に終り，両体系の差異についての著者独自の見解が示されていないように思わ
れる。
3.6 第33~34章
第3章ではドーマーの成長モデルを投資の二重効果を中心に説明する。いま，純投資を
In, 投資の潜在的な平均生産性を a,限界貯蓄性向を aとすると，ドーマーの基本方程式，
Jln Jln =alnが得られ，ーr=叩を得る。これは純投資の成長率は限界貯蓄性向X資本<i, 
の生産性に等しいことを表わしている。また兄を総需要とすると JYa/Ya=aaを得
る。ところで， Inは完全雇用に到達するために一定の率で増加せねばならない。さらに
ドーマー・モデルの限界は一定のMPS,一定の資本一産出比率，政府と外国部門が入って
いないことにあると述べている。第34章ではハロッドの成長モデルを説明する。エッセン
スのみ取り上げよう。 Gを現実成長率， Cを事後的な限界資本係数， S を貯蓄率とすれ
ば， GC=sが得られ， Gwを保証成長率（企業家が計画し，もし，その計画が実現され
るならばくり返し行おうとする率） C, を必要限界資本係数，とすると GwC,=sが成り
たつ。らを自然成長率（人口増加と技術革新により決定される完全雇用成長率） とする
と， Gふ=or~s となる。 G=らすなわち C=C, の時，均衡成長が持続し， G>G,.
すなわち C<C,の時，成長は不安定となり，企業者は資本をより多く投下し生産高に対
する資本ストック量を増やそうとし，経済は拡張しよう。 G<G,.すなわち C>C,の時，
投資が控えられよう。次にG,.>Gnの時には資本の完全利用成長率が労働の完全雇用成長
率と現実の成長率を上回るから資本が労働にくらべて相対的に不足し，貯蓄は美徳となろ
う。 Gw<Gnの時，逆の現象が生じよう。
IV 
34章にわたる本書を6グループに分けて骨子のみの紹介を試みたが，十分，著者の趣旨
を紹介できたか疑問であるが，とりあえず，本書によって，筆者も，解説を読み，問題を
解きつつ，基礎的概念の再復習をしながら，マクロ経済学の体系を楽しく勉強させて貰っ
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た。特に，学部上級生および院生諸氏にも是非ー読して頂き度い好著である。なお訂正す
べき若干の点を指摘したい。すなわちp.59の(2)式の YをLJYに， p.62の(25a)式の kr:rtm
をkT:,mになおすべきと思われる。最後に，カイサーの他の文献でお世話になった関西大学
図書館の大国克子様に御礼申し上げる。 一安部大佳一
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